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国債店頭取引清算業務における清算基金スポンサー制度の導入に伴う 

「国債店頭取引清算業務に関する業務方法書」等の一部改正について 

 

Ⅰ．改正趣旨 

当社の国債店頭取引清算業務において、清算基金スポンサー制度を導入するため、「国債

店頭取引清算業務に関する業務方法書」等について別紙のとおり、所要の改正を行う。 

 

Ⅱ．改正概要 

１．清算基金スポンサー制度 

（１）本制度の概要 

・清算参加者は、清算基金スポンサー制度の対象となるネッテ

ィング口座に係る清算基金等を他の一又は二以上の清算参

加者に預託させることができる。 

 

 

（２）本制度の対象 

・本制度の対象は、当社が定めるネッティング口座とする。 

・具体的には、信託口として開設されているネッティング口座

のうち、MRF（マネー・リザーブ・ファンド）のみを信託財産

とするものとする。 

 

 

 

（３）申請手続 

・清算参加者は、清算基金スポンサー制度を利用しようとする

ときは、本制度の適用によって他の清算参加者のために清算

基金等を預託する清算参加者（以下「スポンサー参加者」と

いう。）になろうとする清算参加者とともに、当社に申請し

なければならない。 

・当社は、スポンサー参加者になろうとする清算参加者がスポ

ンサー参加者の要件を満たしていると認めるときは、本制度

の利用を承認する。 

・本制度の利用開始後にスポンサー参加者の変更を行う場合

は、ネッティング口座に係る清算基金等を他の清算参加者に

預託させる清算参加者（以下「スポンサー利用参加者」とい

う。）は、あらかじめ当社に申請を行い、当社の承認を得な

ければならない。 

・当社は、スポンサー参加者がスポンサー参加者の要件を満た

さなくなった場合は、スポンサー参加者の指定を取り消すこ

とができる。 

（備  考） 

 

 

・ 国債店頭取引清算業務

に関する業務方法書（以

下「業務方法書」という。）

第９０条の２ 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

２ 

・ 国債店頭取引清算業務

に関する業務方法書の取

扱い（以下「取扱い」と

いう。）第３４条 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

３第１項並びに取扱い第

３５条第１項及び第３項 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

３第２項 

 

・ 業務方法書第９０条の

３第３項及び第５項並び

に取扱い第３５条第２項 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

８第１項 
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（４）清算基金所要額の預託、算出方法 

・本制度の適用によって清算基金等の預託を免除されるネッ

ティング口座（以下「スポンサー利用ネッティング口座」と

いう。）に係る清算基金は、スポンサー参加者が預託しなけ

ればならない。 

・スポンサー利用ネッティング口座分の清算基金等の預託を

行うネッティング口座（以下「スポンサーネッティング口座」

という。）及びスポンサー利用ネッティング口座の清算基金

所要額は、スポンサー利用ネッティング口座については０円

とし、スポンサーネッティング口座については、本制度を利

用していなかった場合の清算基金所要額にスポンサー利用

ネッティング口座における本制度を利用していなかった場

合の清算基金所要額を加えた額とする。 

 

（５）清算基金に預託不足が生じた場合の取扱い 

・スポンサー参加者がスポンサーネッティング口座において

預託している清算基金の額が清算基金所要額を下回った場

合、スポンサー参加者にはその不足額以上の金銭の追加預託

義務が生じるが、その義務が果たされない場合、スポンサー

利用参加者は、当該不足額のうちスポンサー利用ネッティン

グ口座に係る額として当社が定める額を追加預託する義務

が生じる。 

・スポンサー利用参加者が上記の追加預託をしない場合には、

当社は、スポンサー利用参加者に対して、債務引受の停止の

措置及びポジション改善指示の措置を行うことができる。 

 

（６）清算基金の損失補償財源における取扱い 

・スポンサー利用参加者が破綻清算参加者となった場合にお

いて、ポジションの一括清算や差引計算を行っても、なお残

った当該スポンサー利用参加者の未履行債務により当社が

受けた損失があるときは、当社は、スポンサー参加者が当社

に預託した清算基金をスポンサー利用ネッティング口座に

おける本制度を利用していなかったとした場合の清算基金

所要額を上限として取り崩すことにより、当該損失を補填す

る。 

・スポンサー利用参加者及びスポンサー参加者以外の清算参

加者が破綻清算参加者となった場合において、当社が当該破

綻清算参加者に係る破綻処理損失を各生存清算参加者が当

社に預託した清算基金の取崩しにより補填しようとすると

 

 

・ 業務方法書第９０条の

４第１項 

 

 

・ 国債店頭取引清算基金

所要額に関する規則第２

条第２項 

 

 

 

 

 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

４第２項及び取扱い第３

６条及び第３７条 

 

 

 

 

・ 業務方法書第２８条第

１１項及び第２９条の３ 

 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

５ 

 

 

 

 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

６第１項 

 

 



 3 

きは、スポンサー利用ネッティング口座の損失負担額を０円

とし、スポンサーネッティング口座の損失負担額を、当該ス

ポンサーネッティング口座における本制度を利用していな

かった場合の損失負担額にスポンサー利用ネッティング口

座における本制度を利用していなかった場合の損失負担額

を加えた額とする。 

 

（７）当初証拠金・清算基金以外の損失補償財源の取扱い等 

・破綻時証拠金はスポンサー利用参加者が預託しなければな

らない。 

・スポンサー利用ネッティング口座に係る第三階層特別清算

料及び第四階層特別清算料（ＶＭヘアカット）はスポンサー

参加者が支払わなければならない。 

 

 

（８）スポンサー参加者が不在となった場合の取扱い等 

・スポンサー利用参加者は、清算基金スポンサー制度の利用を

取りやめようとする場合は、当社が定めるところにより、あ

らかじめその内容を当社に届け出なければならない。 

・スポンサー利用参加者は、スポンサー利用ネッティング口座

に対するすべてのスポンサー参加者が不在となった場合は、

速やかに新たなスポンサー参加者を指定しなければならな

い。 

・当社は、スポンサー利用参加者が新たなスポンサー参加者を

指定する旨の申請を速やかに行わないときは、清算基金スポ

ンサー制度の利用の承認を取り消すことができる。 

 

２．その他 

・その他、所要の改正を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 国債店頭取引清算業務

に関する清算参加者の破

綻処理に関する規則第３

３条 

・ 業務方法書第９０条の

６第１項及び第２項 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

７及び取扱い第３５条第

４項 

・ 業務方法書第９０条の

３第４項 

 

 

・ 業務方法書第９０条の

８第２項 

 

 

 

 

  

 

Ⅲ．施行日 

 ２０２５年６月２３日から施行する。ただし、当社が設置するシステムの稼働に支障が生

じた場合その他やむを得ない事由により、改正後の規定を適用することが適当でないと当社

が認める場合には、２０２５年６月２３日以後の当社が定める日から施行する。 

 

以   上 
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国債店頭取引清算業務に関する業務方法書の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用

語は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２

５号。以下「法」という。）において使用さ

れる用語の例によるほか、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）～（２５） （略） 

（２６） 「原取引按分方式損失総額」とは、

破綻処理損失（第９０条の５の規定による

破綻処理損失の補填が行われる場合にお

いては、当該補填により補填される損失を

除く。）の額に当社が規則により定める方

法により算出した割合を乗じた額をいう。 

（２６）の２～（５０） （略） 

（５０）の２ 「スポンサー参加者」とは、

スポンサー利用参加者のために国債店頭

取引清算基金を預託する清算参加者をい

う。 

（５０）の３ 「スポンサーネッティング口

座」とは、スポンサー利用ネッティング口

座分の国債店頭取引清算基金の預託を行

うスポンサー参加者のネッティング口座

をいう。 

（５０）の４ 「スポンサー利用参加者」と

は、スポンサー利用ネッティング口座に係

る国債店頭取引清算基金を他の清算参加

者に預託させている清算参加者をいう。 

（５０）の５ 「スポンサー利用ネッティン

グ口座」とは、清算基金スポンサー制度の

利用により国債店頭取引清算基金の預託

を免除されるネッティング口座をいう。 

（５１） （略） 

（定義） 

第２条 本業務方法書等において使用する用

語は、金融商品取引法（昭和２３年法律第２

５号。以下「法」という。）において使用さ

れる用語の例によるほか、次の各号に掲げる

用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）～（２５） （略） 

（２６） 「原取引按分方式損失総額」とは、

破綻処理損失の額に当社が規則により定

める方法により算出した割合を乗じた額

をいう。 

 

 

（２６）の２～（５０） （略） 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（５１） （略） 
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（５２） 「清算基金按分方式損失総額」と

は、破綻処理損失（第９０条の５の規定に

よる破綻処理損失の補填が行われる場合

においては、当該補填により補填される損

失を除く。）の額から原取引按分方式損失

総額を控除した額をいう。 

（５２）の２ 「清算基金スポンサー制度」

とは、第１１章の２の規定により、他の清

算参加者に国債店頭取引清算基金を預託

させることができる制度をいう。 

（５３）～（５９） （略） 

（６０） 「第二階層清算参加者負担限度額

（原取引按分）」とは、第８３条の２の規

定により当社に預託した国債店頭取引清

算基金の取崩しを受ける原取引按分清算

参加者ごとの破綻清算参加者に係る破綻

認定日の属する破綻処理単位期間の開始

日の前日（休業日に当たるときは、順次繰

り上げる。）における国債店頭取引清算基

金所要額（第９０条の６第１項に規定する

場合にあっては、清算基金スポンサー制度

を利用していなかったとした場合の国債

店頭取引清算基金所要額）（清算参加者が

信託口以外のネッティング口座を有する

場合は信託口以外のネッティング口座に

係る額を除く。）をいう。 

（６１） 「第二階層清算参加者負担限度額

（清算基金按分）」とは、第８３条の２の

規定により当社に預託した国債店頭取引

清算基金の取崩しを受ける清算基金按分

清算参加者ごとの破綻清算参加者に係る

破綻認定日の属する破綻処理単位期間の

開始日の前日（休業日に当たるときは、順

次繰り上げる。）における国債店頭取引清

算基金所要額（第９０条の６第１項に規定

する場合にあっては、清算基金スポンサー

（５２） 「清算基金按分方式損失総額」と

は、破綻処理損失の額から原取引按分方式

損失総額を控除した額をいう。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

（５３）～（５９） （略） 

（６０） 「第二階層清算参加者負担限度額

（原取引按分）」とは、第８３条の２の規

定により当社に預託した国債店頭取引清

算基金の取崩しを受ける原取引按分清算

参加者ごとの破綻清算参加者に係る破綻

認定日の属する破綻処理単位期間の開始

日の前日（休業日に当たるときは、順次繰

り上げる。）における国債店頭取引清算基

金所要額（清算参加者が信託口以外のネッ

ティング口座を有する場合は信託口以外

のネッティング口座に係る額を除く。）を

いう。 

 

 

 

（６１） 「第二階層清算参加者負担限度額

（清算基金按分）」とは、第８３条の２の

規定により当社に預託した国債店頭取引

清算基金の取崩しを受ける清算基金按分

清算参加者ごとの破綻清算参加者に係る

破綻認定日の属する破綻処理単位期間の

開始日の前日（休業日に当たるときは、順

次繰り上げる。）における国債店頭取引清

算基金所要額（清算参加者が信託口を有す

る場合は信託口に係る額を除く。）をいう。 
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制度を利用していなかったとした場合の

国債店頭取引清算基金所要額）（清算参加

者が信託口を有する場合は信託口に係る

額を除く。）をいう。 

（６２）～（１１０） （略） 

 

 

 

 

（６２）～（１１０） （略） 

  

（清算参加者が業務方法書に違反した場合

等の措置） 

第２８条 （略） 

（清算参加者が業務方法書に違反した場合

等の措置） 

第２８条 （略） 

２～１０ （略） ２～１０ （略） 

１１ 当社は、清算参加者がスポンサー利用参

加者である場合において、当該清算参加者が

第９０条の４第２項に規定する預託をしな

いときは、当該清算参加者を審問のうえ、当

該清算参加者を当事者とする清算対象取引

に基づく債務の引受けの全部若しくは一部

の停止の措置を行うことができる。 

（新設） 

  

（スポンサー利用参加者に対するポジショ

ン改善指示の措置） 

 

第２９条の３ 当社は、清算参加者がスポンサ

ー利用参加者である場合において、当該清算

参加者が第９０条の４第２項に規定する預

託をしないときは、当該清算参加者を審問の

うえ、当該清算参加者を当事者とする清算対

象取引に基づくポジションの改善指示の措

置を行うことができる。 

（新設） 

  

（異議の申立て等） （異議の申立て等） 

第３１条 第１３条第１項ただし書及び第２

項の規定は第２８条及び第２９条の３の審

問について、第１３条第３項から第５項まで

の規定は第２８条及び第２９条の３の措置

について、それぞれ準用する。 

第３１条 第１３条第１項ただし書及び第２

項の規定は第２８条の審問について、第１３

条第３項から第５項までの規定は第２８条

の措置について、それぞれ準用する。 

  

（措置評価委員会） （措置評価委員会） 
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第３３条 当社は、第２８条又は第２９条の３

に規定する措置を清算参加者に対し行おう

とするときは、あらかじめ、当該措置を行う

ことの適否につき、措置評価委員会に諮問

し、その意見を尊重するものとする。 

第３３条 当社は、第２８条に規定する措置を

清算参加者に対し行おうとするときは、あら

かじめ、当該措置を行うことの適否につき、

措置評価委員会に諮問し、その意見を尊重す

るものとする。 

  

（フェイルの取扱い） 

第５１条 第５０条の１１に規定する決済に

ついて、国債証券の渡方清算参加者がフェイ

ルを発生させた場合は、当該決済はその翌日

以降の日に繰り延べる。 

（フェイルの取扱い） 

第５１条 前条に規定する決済について、国債

証券の渡方清算参加者がフェイルを発生さ

せた場合は、当該決済はその翌日以降の日に

繰り延べる。 

２ （略） 

３ フェイルに係る決済に関する国債証券の

授受及び金銭の授受については、次の各号に

掲げる取引の種類に応じて、当該各号に定め

る規定を準用する。 

（１） 個別銘柄取引 第５０条の１１の規

定（第１項第２号から第４号までの規定を

除く。） 

（２） 銘柄後決め現先取引等 第５０条の

１１の規定（第１項第１号、第３号及び第

４号の規定を除く。） 

４ （略） 

２ （略） 

３ フェイルに係る決済に関する国債証券の

授受及び金銭の授受については、次の各号に

掲げる取引の種類に応じて、当該各号に定め

る規定を準用する。 

（１） 個別銘柄取引 前条の規定（第１項

第２号から第４号までの規定を除く。） 

 

（２） 銘柄後決め現先取引等 前条の規定

（第１項第１号、第３号及び第４号の規定

を除く。） 

４ （略） 

  

（第一階層国債店頭取引決済保証準備金に

よる損失の補填） 

第８３条 当社は、破綻処理損失（第９０条の

５の規定による破綻処理損失の補填が先に

行われた場合においては、当該補填により補

填された損失を除く。以下第８３条の７まで

において同じ。）を、第一階層国債店頭取引

決済保証準備金の取崩しにより補填する。 

２ （略） 

（第一階層国債店頭取引決済保証準備金に

よる損失の補填） 

第８３条 当社は、破綻処理損失を、第一階層

国債店頭取引決済保証準備金の取崩しによ

り補填する。 

 

 

 

２ （略） 

  

（国債店頭取引清算基金及び第二階層国債

店頭取引決済保証準備金による損失の補填） 

（国債店頭取引清算基金及び第二階層国債

店頭取引決済保証準備金による損失の補填） 
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第８３条の２ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、当社は、当

該損失を、各生存清算参加者が当社に預託し

た国債店頭取引清算基金及び第二階層国債

店頭取引決済保証準備金の取崩しにより補

填する。この場合における各生存清算参加者

が当社に預託した国債店頭取引清算基金及

び第二階層国債店頭取引決済保証準備金か

ら取崩しをする額は、次に定めるとおりとす

る。 

（１）・（２） （略） 

（３） 原取引按分方式における各原取引按

分清算参加者が当社に預託した国債店頭

取引清算基金から取崩しをする額は、第二

階層清算参加者負担総額（原取引按分）に

当社が規則で定める方法により算出した

各原取引按分清算参加者の負担割合を乗

じた額（当該清算参加者の第二階層清算参

加者負担限度額（原取引按分）を上限とす

る。ただし、同一の破綻処理単位期間にお

いて認定された他の破綻等について生じ

た当社の損失を補填するために、本条及び

第８３条の５の規定により当該清算参加

者が当社に預託した国債店頭取引清算基

金から取り崩された額があるときは、当該

額を、第９０条の５の規定により当該清算

参加者が当社に預託した国債店頭取引清

算基金から取り崩された額があるときは、

当該額のうち当該清算参加者の第二階層

清算参加者負担限度額（原取引按分）に含

まれている額を、それぞれ当該清算参加者

の第二階層清算参加者負担限度額（原取引

按分）から控除した残額を上限とする。）

とする。 

（４） （略） 

第８３条の２ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、当社は、当

該損失を、各生存清算参加者が当社に預託し

た国債店頭取引清算基金及び第二階層国債

店頭取引決済保証準備金の取崩しにより補

填する。この場合における各生存清算参加者

が当社に預託した国債店頭取引清算基金及

び第二階層国債店頭取引決済保証準備金か

ら取崩しをする額は、次に定めるとおりとす

る。 

（１）・（２） （略） 

（３） 原取引按分方式における各原取引按

分清算参加者が当社に預託した国債店頭

取引清算基金から取崩しをする額は、第二

階層清算参加者負担総額（原取引按分）に

当社が規則で定める方法により算出した

各原取引按分清算参加者の負担割合を乗

じた額（当該清算参加者の第二階層清算参

加者負担限度額（原取引按分）を上限とす

る。ただし、同一の破綻処理単位期間にお

いて認定された他の破綻等について生じ

た当社の損失を補填するために、本条及び

第８３条の５の規定により当該清算参加

者が当社に預託した国債店頭取引清算基

金から取り崩された額があるときは、当該

清算参加者の第二階層清算参加者負担限

度額（原取引按分）から当該額を控除した

残額を上限とする。）とする。 

 

 

 

 

 

 

（４） （略） 
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（５） 清算基金按分方式における各清算基

金按分清算参加者が当社に預託した国債

店頭取引清算基金から取崩しをする額は、

次のａからｃまでに掲げる国債店頭取引

清算基金の順序に従い、当該ａからｃまで

に定める額とする。 

ａ 当該破綻清算参加者に係る第一段階

破綻処理入札又は当該破綻清算参加者

に係る破綻認定日の属する破綻処理単

位期間中に実施された他の第一段階破

綻処理入札（当該破綻清算参加者に係る

破綻処理入札までに実施されたものに

限る。）のいずれかにおいて参加申請後

に応札しなかった清算基金按分清算参

加者（これらの第一段階破綻処理入札の

いずれかにおいて入札対象取引を落札

し、かつその後に実施されたすべての第

一段階破綻処理入札に参加している清

算参加者を除く。以下このａにおいて

「対象清算参加者」という。）が当社に

預託した国債店頭取引清算基金 第二

階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）を各対象清算参加者の第二階層清算

参加者負担限度額（清算基金按分）に応

じて按分した額（第二階層清算参加者負

担総額（清算基金按分）が対象清算参加

者の第二階層清算参加者負担限度額（清

算基金按分）の総額以上である場合に

は、各対象清算参加者の第二階層清算参

加者負担限度額（清算基金按分）（同一

の破綻処理単位期間において認定され

た他の破綻等について生じた当社の損

失を補填するために、本条の規定により

当該清算参加者が当社に預託した国債

店頭取引清算基金から取り崩された額

があるときは、当該額を、第９０条の５

（５） 清算基金按分方式における各清算基

金按分清算参加者が当社に預託した国債

店頭取引清算基金から取崩しをする額は、

次のａからｃまでに掲げる国債店頭取引

清算基金の順序に従い、当該ａからｃまで

に定める額とする。 

ａ 当該破綻清算参加者に係る第一段階

破綻処理入札又は当該破綻清算参加者

に係る破綻認定日の属する破綻処理単

位期間中に実施された他の第一段階破

綻処理入札（当該破綻清算参加者に係る

破綻処理入札までに実施されたものに

限る。）のいずれかにおいて参加申請後

に応札しなかった清算基金按分清算参

加者（これらの第一段階破綻処理入札の

いずれかにおいて入札対象取引を落札

し、かつその後に実施されたすべての第

一段階破綻処理入札に参加している清

算参加者を除く。以下このａにおいて

「対象清算参加者」という。）が当社に

預託した国債店頭取引清算基金 第二

階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）を各対象清算参加者の第二階層清算

参加者負担限度額（清算基金按分）に応

じて按分した額（第二階層清算参加者負

担総額（清算基金按分）が対象清算参加

者の第二階層清算参加者負担限度額（清

算基金按分）の総額以上である場合に

は、各対象清算参加者の第二階層清算参

加者負担限度額（清算基金按分）（同一

の破綻処理単位期間において認定され

た他の破綻等について生じた当社の損

失を補填するために、本条の規定により

当該清算参加者が当社に預託した国債

店頭取引清算基金から取り崩された額

があるときは、当該額を控除した残額）） 
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の規定により当該清算参加者が当社に

預託した国債店頭取引清算基金から取

り崩された額があるときは、当該額のう

ち当該清算参加者の第二階層清算参加

者負担限度額（清算基金按分）に含まれ

ている額を、それぞれ控除した残額）） 

ｂ 当該各清算基金按分清算参加者（前ａ

に掲げる清算参加者を除く。）が当社に

預託した国債店頭取引清算基金（当社が

規則で定める額を控除した部分） 第二

階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）から前ａに定める取崩し額の総額を

控除した残額を当該各清算参加者の第

二階層清算参加者負担限度額（清算基金

按分）（当社が規則で定める額を控除す

る。以下このｂにおいて同じ。）に応じ

て按分した額（当該残額が当該各清算参

加者の第二階層清算参加者負担限度額

（清算基金按分）の総額以上である場合

には、当該各清算基金按分清算参加者の

第二階層清算参加者負担限度額（清算基

金按分）（同一の破綻処理単位期間にお

いて認定された他の破綻等について生

じた当社の損失を補填するために、本条

の規定により当該清算参加者が当社に

預託した国債店頭取引清算基金から取

り崩された額があるときは、当該額を、

第９０条の５の規定により当該清算参

加者が当社に預託した国債店頭取引清

算基金から取り崩された額があるとき

は、当該額のうち当該清算参加者の第二

階層清算参加者負担限度額（清算基金按

分）に含まれている額を、それぞれ控除

した残額）） 

ｃ 当該破綻清算参加者に係る第一段階

破綻処理入札において入札対象取引を

 

 

 

 

 

 

ｂ 当該各清算基金按分清算参加者（前ａ

に掲げる清算参加者を除く。）が当社に

預託した国債店頭取引清算基金（当社が

規則で定める額を控除した部分） 第二

階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）から前ａに定める取崩し額の総額を

控除した残額を当該各清算参加者の第

二階層清算参加者負担限度額（清算基金

按分）（当社が規則で定める額を控除す

る。）に応じて按分した額（当該残額が

当該各清算参加者の第二階層清算参加

者負担限度額（清算基金按分）の総額以

上である場合には、当該各清算基金按分

清算参加者の第二階層清算参加者負担

限度額（清算基金按分）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ 当該破綻清算参加者に係る第一段階

破綻処理入札において入札対象取引を
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落札した清算基金按分清算参加者（ａに

掲げる清算参加者及び当該破綻清算参

加者に係る破綻認定日の属する破綻処

理単位期間中に認定された破綻等であ

って、当該破綻清算参加者に係る第一段

階破綻処理入札までに第一段階破綻処

理入札が実施されたもののうち、直近に

第一段階破綻処理入札が実施されたも

のにおいて、ａの適用を受けていた清算

参加者及び国債店頭取引清算基金の取

崩しを受けていたとすればａの適用を

受けていた清算参加者を除く。）が当社

に預託した国債店頭取引清算基金（当社

が規則で定める額に相当する部分） 第

二階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）からａ及び前ｂに定める取崩し額の

総額を控除した残額を当社が規則で定

める額で按分した額（当該残額が当該各

清算参加者の第二階層清算参加者負担

限度額（清算基金按分）（当社が規則で

定める額に相当する部分に限る。以下こ

のｃにおいて同じ。）の総額以上である

場合には、当該各清算基金按分清算参加

者の第二階層清算参加者負担限度額（清

算基金按分）（同一の破綻処理単位期間

において認定された他の破綻等につい

て生じた当社の損失を補填するために、

本条の規定により当該清算参加者が当

社に預託した国債店頭取引清算基金か

ら取り崩された額があるときは、当該額

を、第９０条の５の規定により当該清算

参加者が当社に預託した国債店頭取引

清算基金から取り崩された額があると

きは、当該額のうち当該清算参加者の第

二階層清算参加者負担限度額（清算基金

按分）に含まれている額を、それぞれ控

落札した清算基金按分清算参加者（ａに

掲げる清算参加者及び当該破綻清算参

加者に係る破綻認定日の属する破綻処

理単位期間中に認定された破綻等であ

って、当該破綻清算参加者に係る第一段

階破綻処理入札までに第一段階破綻処

理入札が実施されたもののうち、直近に

第一段階破綻処理入札が実施されたも

のにおいて、ａの適用を受けていた清算

参加者及び国債店頭取引清算基金の取

崩しを受けていたとすればａの適用を

受けていた清算参加者を除く。）が当社

に預託した国債店頭取引清算基金（当社

が規則で定める額に相当する部分） 第

二階層清算参加者負担総額（清算基金按

分）からａ及び前ｂに定める取崩し額の

総額を控除した残額を当社が規則で定

める額で按分した額 
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除した残額）） 

２ （略） 

 

２ （略） 

  

（第二階層清算参加者負担限度額（原取引按

分）の未負担額及び第二階層国債店頭取引決

済保証準備金による損失の補填） 

第８３条の５ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、当社は、そ

の残損失額を、原取引按分清算参加者が当社

に預託した国債店頭取引清算基金（当該清算

参加者の第二階層清算参加者負担限度額（原

取引按分）の未負担額（当該清算参加者の第

二階層清算参加者負担限度額（原取引按分）

のうち第８３条の２及び第９０条の５の規

定による国債店頭取引清算基金の取崩しが

されていない部分をいう。以下この条におい

て同じ。）を上限とする。）及び第二階層国

債店頭取引決済保証準備金の取崩しにより

補填する。 

２ （略） 

（第二階層清算参加者負担限度額（原取引按

分）の未負担額及び第二階層国債店頭取引決

済保証準備金による損失の補填） 

第８３条の５ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、当社は、そ

の残損失額を、原取引按分清算参加者が当社

に預託した国債店頭取引清算基金（当該清算

参加者の第二階層清算参加者負担限度額（原

取引按分）の未負担額（当該清算参加者の第

二階層清算参加者負担限度額（原取引按分）

のうち第８３条の２の規定による国債店頭

取引清算基金の取崩しがされていない部分

をいう。以下この条において同じ。）を上限

とする。）及び第二階層国債店頭取引決済保

証準備金の取崩しにより補填する。 

 

２ （略） 

  

（原取引按分清算参加者の第三階層特別清

算料の未負担額による損失の補填） 

第８３条の６ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、原取引按分

清算参加者のうち、第８３条の４の規定によ

り当社が定めた第三階層特別清算料の額が、

当該清算参加者の第二階層清算参加者負担

限度額（原取引按分）の未負担額（当該清算

参加者の第二階層清算参加者負担限度額（原

取引按分）のうち第８３条の２、前条及び第

９０条の５の規定による国債店頭取引清算

基金の取崩し及び前条の規定による第三階

層特別清算料による補填がされていない部

（原取引按分清算参加者の第三階層特別清

算料の未負担額による損失の補填） 

第８３条の６ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、原取引按分

清算参加者のうち、第８３条の４の規定によ

り当社が定めた第三階層特別清算料の額が、

当該清算参加者の第二階層清算参加者負担

限度額（原取引按分）の未負担額（当該清算

参加者の第二階層清算参加者負担限度額（原

取引按分）のうち第８３条の２及び前条の規

定による国債店頭取引清算基金の取崩し及

び前条の規定による第三階層特別清算料に

よる補填がされていない部分をいう。以下こ
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分をいう。以下この条において同じ。）を下

回る清算参加者（以下第９０条の６において

「第三階層特別清算料（追加分）負担参加者」

という。）は、当社が規則で定めるところに

より、当社が規則で定める額の第三階層特別

清算料（追加分）を当社に支払う義務を負う。

この場合において、当社は、原取引按分清算

参加者から支払いを受けた第三階層特別清

算料（追加分）をもって、当該損失を補填す

る。 

の条において同じ。）を下回る清算参加者は、

当社が規則で定めるところにより、当社が規

則で定める額の第三階層特別清算料（追加

分）を当社に支払う義務を負う。この場合に

おいて、当社は、原取引按分清算参加者から

支払いを受けた第三階層特別清算料（追加

分）をもって、当該損失を補填する。 

  

（第四階層特別清算料による損失の補填） 

第８３条の７ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、破綻認定日

における生存清算参加者のうち、破綻認定日

から当初損失確定日までのすべての清算対

象取引（破綻認定日後に債務の引受けが行わ

れた清算対象取引及び当初損失確定日まで

に決済が完了した清算対象取引を含む。以下

同じ。）に係る変動証拠金等（当社が規則で

定めるものをいう。以下同じ。）の受け取る

べき額の総額が支払うべき額の総額を上回

る者（以下この条及び第９０条の６において

「第四階層特別清算料負担参加者」という。）

は、当社が規則で定めるところにより、第四

階層特別清算料を当社に支払う義務を負う。

この場合において、当社は、第四階層特別清

算料負担参加者から支払いを受けた第四階

層特別清算料をもって、当該損失を補填す

る。 

（第四階層特別清算料による損失の補填） 

第８３条の７ 破綻処理損失について、前条に

定めるところによってもなお補填すること

ができない損失がある場合には、破綻認定日

における生存清算参加者のうち、破綻認定日

から当初損失確定日までのすべての清算対

象取引（破綻認定日後に債務の引受けが行わ

れた清算対象取引及び当初損失確定日まで

に決済が完了した清算対象取引を含む。以下

同じ。）に係る変動証拠金等（当社が規則で

定めるものをいう。以下同じ。）の受け取る

べき額の総額が支払うべき額の総額を上回

る者（以下この条において「第四階層特別清

算料負担参加者」という。）は、当社が規則

で定めるところにより、第四階層特別清算料

を当社に支払う義務を負う。この場合におい

て、当社は、第四階層特別清算料負担参加者

から支払いを受けた第四階層特別清算料を

もって、当該損失を補填する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（最終損失確定時の調整） 

第８３条の１１ 破綻清算参加者の当社に対

する金銭支払返還債務及び国債証券引渡返

（最終損失確定時の調整） 

第８３条の１１ 破綻清算参加者の当社に対

する金銭支払返還債務及び国債証券引渡返
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還債務について、第７９条又は第８０条の規

定により当社の破綻清算参加者に対する債

権の額が確定した場合において、当該債権の

額が破綻処理損失の額を上回るときは、当社

は、当該債権の額が確定した日において、そ

の超過額に対応する当社の損失を、第９０条

の５、第８３条、第８３条の２及び第８３条

の４から第８３条の７までの順序に従い、当

該各条に定める方法に準じて補填する。 

還債務について、第７９条又は第８０条の規

定により当社の破綻清算参加者に対する債

権の額が確定した場合において、当該債権の

額が破綻処理損失の額を上回るときは、当社

は、当該債権の額が確定した日において、そ

の超過額に対応する当社の損失を、第８３

条、第８３条の２及び第８３条の４から第８

３条の７までの順序に従い、当該各条に定め

る方法に準じて補填する。 

  

第１１章の２ 清算基金スポンサー制度 

 

（清算基金スポンサー制度） 

第９０条の２ 第７０条の５の規定にかかわ

らず、清算参加者は、開設するネッティング

口座のうち当社が定めるものに係る国債店

頭取引清算基金を、清算基金スポンサー制度

を利用して、他の一又は二以上の清算参加者

に預託させることができる。 

（新設） 

 

 

（新設） 

  

（清算基金スポンサー制度の利用の申請）  

第９０条の３ 清算参加者は、清算基金スポン

サー制度を利用しようとするときは、スポン

サー参加者になろうとする清算参加者（第４

号に規定するバックアップスポンサー参加

者を指定する場合には、当該バックアップス

ポンサー参加者になろうとする清算参加者

を含む。以下この条において同じ。）ととも

に、次の各号に掲げる事項を指定して、当社

が定めるところにより、当社に申請しなけれ

ばならない。 

（新設） 

（１） スポンサー利用ネッティング口座  

（２） スポンサー参加者  

（３） スポンサーネッティング口座  

（４） 第２号で指定したスポンサー参加者

が国債店頭取引清算基金の預託をできな
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い状態となった場合に、新たにスポンサー

参加者となる清算参加者（以下「バックア

ップスポンサー参加者」という。）をあら

かじめ指定するときは、当該バックアップ

スポンサー参加者 

（５） 複数のスポンサー参加者を指定する

場合にあっては、スポンサー利用ネッティ

ング口座に係る国債店頭取引清算基金所

要額を各スポンサー参加者へ按分する際

の比率（以下「スポンサー清算基金按分比

率」という。） 

 

２ 当社は、前項の申請があった場合におい

て、スポンサー参加者になろうとする清算参

加者が次の各号（当該清算参加者がその親会

社等から親会社等保証を受けている場合に

は第１号を除く。）に掲げる要件を満たして

いると認めるときは、当該申請を承認する。 

 

（１） 純財産額（金融商品取引業者以外の

者にあっては、純資産額）が１００億円以

上であること。 

（２） スポンサー利用参加者のために国債

店頭取引清算基金の預託をすることに関

し、適切な業務執行体制を備えているこ

と。 

 

３ スポンサー利用参加者は、指定するスポン

サー参加者（バックアップスポンサー参加者

を含む。以下この条において同じ。）を変更

しようとする場合には、あらかじめ当社が定

めるところにより、当社に申請しなければな

らない。 

 

４ スポンサー利用参加者は、スポンサー参加

者を指定していない状態となった場合は、速

やかに新たなスポンサー参加者を指定する

旨の申請をしなければならない。ただし、当

該スポンサー利用参加者があらかじめバッ

クアップスポンサー参加者を指定している

 



 

13 
 

ときは、当社は、当該スポンサー利用参加者

が当該バックアップスポンサー参加者をス

ポンサー参加者と指定する旨の申請をした

ものとみなす。 

５ 当社は、前２項の申請があった場合におい

て、スポンサー参加者になろうとする清算参

加者が第２項各号に掲げる要件を満たして

いると認めるときは、当該申請を承認する。 

 

  

（清算基金スポンサー制度を利用する場合

の国債店頭取引清算基金の預託義務） 

 

第９０条の４ 第７０条の５第１項の規定に

かかわらず、スポンサー利用ネッティング口

座に係る国債店頭取引清算基金は、スポンサ

ー参加者が預託しなければならない。 

（新設） 

２ 前項の場合において、スポンサー参加者が

預託している国債店頭取引清算基金の額が

国債店頭取引清算基金所要額に満たないに

もかかわらず、当該スポンサー参加者がその

不足額以上の額の金銭を当社に追加預託し

ないときは、スポンサー利用参加者は、当該

不足額のうちスポンサー利用ネッティング

口座に係る額として当社が定める額以上の

金銭を、当社が定めるところにより、当社に

預託しなければならない。この場合におい

て、スポンサー利用参加者が預託した金銭

は、当該スポンサー利用参加者の国債店頭取

引清算基金とする。 

 

  

（スポンサー参加者が預託する国債店頭取

引清算基金による損失の補填） 

 

第９０条の５ 当社は、スポンサー利用参加者

が破綻清算参加者となった場合には、第８３

条第１項の規定にかかわらず、第一階層国債

店頭取引決済保証準備金の取崩しによる補

填の前に、スポンサー参加者が当社に預託し

（新設） 
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た国債店頭取引清算基金の取崩しにより、破

綻処理損失を補填する。この場合において、

国債店頭取引清算基金の取崩しは、清算基金

スポンサー制度を利用していなかったとし

た場合のスポンサー利用ネッティング口座

の国債店頭取引清算基金所要額（当該スポン

サー利用ネッティング口座について複数の

スポンサー参加者を指定している場合にあ

っては、当該額にスポンサー清算基金按分比

率（一部のスポンサー参加者の破綻等によ

り、スポンサー利用ネッティング口座につい

て残存するスポンサー参加者のスポンサー

清算基金按分比率の合計が１に満たなくな

った場合においては、各スポンサー参加者の

スポンサー清算基金按分比率を残存するす

べてのスポンサー参加者のスポンサー清算

基金按分比率の合計で除した値をスポンサ

ー清算基金按分比率とする。以下同じ。）を

乗じて得た額）を限度として行う。 

  

（清算基金スポンサー制度利用時の生存参

加者の損失の補填の特例） 

 

第９０条の６ 第８３条の２、第８３条の４及

び第８３条の５の規定にかかわらず、スポン

サー利用参加者及びスポンサー参加者以外

の清算参加者が破綻清算参加者である場合

における、当該スポンサー利用参加者及び当

該スポンサー参加者に係る次の表の上欄に

掲げる額は、スポンサー利用ネッティング口

座については０円とし、スポンサーネッティ

ング口座については同表の下欄に掲げる額

とする。この場合において、同表の下欄にお

ける第８３条の２第１項、第８３条の４及び

第８３条の５第２項の規定による算出は、清

算基金スポンサー制度を利用していなかっ

たものとして行う。 

（新設） 
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第８３条の２第

１項の規定によ

り取崩しをする

額 

スポンサーネッティン

グ口座について第８３

条の２第１項の規定に

より算出した額に、ス

ポンサー利用ネッティ

ング口座について同項

の規定により算出した

額（当該スポンサー利

用ネッティング口座に

ついて複数のスポンサ

ー参加者を指定してい

る場合にあっては、当

該額にスポンサー清算

基金按分比率を乗じて

得た額）を加算した額 

第８３条の４の

規定により第三

階層特別清算料

として支払う額 

スポンサーネッティン

グ口座について第８３

条の４の規定により算

出した額に、スポンサ

ー利用ネッティング口

座について同条の規定

により算出した額（当

該スポンサー利用ネッ

ティング口座について

複数のスポンサー参加

者を指定している場合

にあっては、当該額に

スポンサー清算基金按

分比率を乗じて得た

額）を加算した額 

第８３条の５第

２項の規定によ

り取崩しをする

額 

スポンサーネッティン

グ口座について第８３

条の５第２項の規定に

より算出した額に、ス

ポンサー利用ネッティ

ング口座について同項
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の規定により算出した

額（当該スポンサー利

用ネッティング口座に

ついて複数のスポンサ

ー参加者を指定してい

る場合にあっては、当

該額にスポンサー清算

基金按分比率を乗じて

得た額）を加算した額 
 

２ 第８３条の６及び第８３条の７の規定に

かかわらず、前項に規定する場合における、

スポンサー参加者及びスポンサー利用参加

者の次の各号に掲げる特別清算料について

は、スポンサー利用ネッティング口座につい

てスポンサー利用参加者が支払い義務を負

う額は０円とし、スポンサーネッティング口

座についてスポンサー参加者が支払う額は

それぞれ当該各号に掲げる額とする。この場

合において、第１号における第８３条の６の

規定による算出は、清算基金スポンサー制度

を利用していなかったものとして行う。 

（１） スポンサー利用参加者が第三階層特

別清算料（追加分）負担参加者である場合

における第三階層特別清算料（追加分） 

スポンサーネッティング口座について第

８３条の６の規定により算出した額に、ス

ポンサー利用ネッティング口座について

同条の規定により算出した額（当該スポン

サー利用ネッティング口座について複数

のスポンサー参加者を指定している場合

にあっては、当該額にスポンサー清算基金

按分比率を乗じて得た額）を加算した額 

（２） スポンサー利用参加者が第四階層特

別清算料負担参加者であるときにおける

第四階層特別清算料 スポンサーネッテ

ィング口座について第８３条の７第２項
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の規定により算出した額に、スポンサー利

用ネッティング口座について同項の規定

により算出した額（当該スポンサー利用ネ

ッティング口座について複数のスポンサ

ー参加者を指定している場合にあっては、

当該額にスポンサー清算基金按分比率を

乗じて得た額）を加算した額 

  

（清算基金スポンサー制度の利用の取りや

め） 

 

第９０条の７ スポンサー利用参加者は、清算

基金スポンサー制度の利用を取りやめよう

とする場合は、当社が定めるところにより、

あらかじめその内容を当社に届け出なけれ

ばならない。 

（新設） 

  

（清算基金スポンサー制度の利用の取消し

等） 

 

第９０条の８ 当社は、スポンサー参加者が第

９０条の３第２項に掲げる要件を満たさな

くなったときは、スポンサー参加者の指定を

取り消すことができる。 

（新設） 

２ 当社は、スポンサー利用参加者が第９０条

の３第４項の規定による新たなスポンサー

参加者を指定する旨の申請を速やかに行わ

ないときは、清算基金スポンサー制度の利用

の承認を取り消すことができる。 

 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和７年６月２３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社のシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用するこ

とが適当でないと当社が認める場合には、令
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和７年６月２３日以後の当社が定める日か

ら施行する。この場合において、この改正規

定の施行時における取扱いに関し必要な事

項については、当社がその都度定める。 

３ この改正規定の施行に関し必要な事項に

ついては、当社が別に定めるところによる。 
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国債店頭取引清算業務に関する業務方法書の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（報告事項） 

第７条 業務方法書第１９条に規定する当社

が定める場合は、次の各号に掲げる場合と

し、所定の報告書に当社が必要と認める書類

を添付して報告するものとする。 

（１）～（７） （略） 

（８） 純財産額（金融商品取引業者以外の

者にあっては、純資産額とする。以下この

号において同じ。）が５０億円及び１０億

円を下回ったとき（当該清算参加者が国債

店頭取引他社清算参加者である場合は、純

財産額が２００億円を下回ったとき、当該

清算参加者がその親会社等から親会社等

保証を受けている場合は、純財産額が１０

億円を下回ったとき、当該清算参加者が業

務方法書第６条第３項の申請により国債

店頭取引清算資格を取得した清算参加者

である場合は、純財産額が２５億円及び１

０億円を下回ったとき、当該清算参加者が

スポンサー参加者又はバックアップスポ

ンサー参加者である場合（当該清算参加者

がその親会社等から親会社等保証を受け

ている場合を除く。）は、純財産額が１０

０億円を下回ったとき）。 

（９）～（３７） （略） 

２～４ （略） 

（報告事項） 

第７条 業務方法書第１９条に規定する当社

が定める場合は、次の各号に掲げる場合と

し、所定の報告書に当社が必要と認める書類

を添付して報告するものとする。 

（１）～（７） （略） 

（８） 純財産額（金融商品取引業者以外の

者にあっては、純資産額とする。以下この

号において同じ。）が５０億円及び１０億

円を下回ったとき（当該清算参加者が国債

店頭取引他社清算参加者である場合は、純

財産額が２００億円を下回ったとき、当該

清算参加者がその親会社等から親会社等

保証を受けている場合は、純財産額が１０

億円を下回ったとき、当該清算参加者が業

務方法書第６条第３項の申請により国債

店頭取引清算資格を取得した清算参加者

である場合は、純財産額が２５億円及び１

０億円を下回ったとき）。 

 

 

 

 

 

（９）～（３７） （略） 

２～４ （略） 

  

（当初証拠金及び国債店頭取引清算基金の

金銭の預託方法） 

第２２条 業務方法書第１５条、同第７０条、

同第７０条の５及び同第９０条の４第２項

に規定する金銭の預託は、日本銀行当座預金

取引における清算参加者の当座勘定（同第７

（当初証拠金及び国債店頭取引清算基金の

金銭の預託方法） 

第２２条 業務方法書第１５条、同第７０条及

び同第７０条の５に規定する金銭の預託は、

日本銀行当座預金取引における清算参加者

の当座勘定（同第７０条の９の定めるところ
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０条の９の定めるところにより代理人を通

じて同第７０条、同第７０条の４第１項、同

第７０条の５及び同第９０条の４第２項に

規定する金銭の預託を行う場合には、当該代

理人の当座勘定。以下この条において同じ。）

から当社の当座勘定への振替により行うも

のとする。 

により代理人を通じて同第７０条、同第７０

条の４第１項及び同第７０条の５に規定す

る金銭の預託を行う場合には、当該代理人の

当座勘定。以下この条において同じ。）から

当社の当座勘定への振替により行うものと

する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（清算基金スポンサー制度の対象となるネ

ッティング口座） 

第３４条 業務方法書第９０条の２に規定す

る開設するネッティング口座のうち当社が

定めるものは、信託口として開設されている

ネッティング口座のうち一の公社債投資信

託（投資信託及び投資法人に関する法律施行

規則第２５条第２号に規定する公社債投資

信託をいう。）のみを信託財産とするものと

する。 

 

 

（新設） 

２ スポンサー利用参加者は、前項に規定する

ネッティング口座１つのみを割り当てる当

初証拠金グループを設定しなければならな

い。 

 

  

（清算基金スポンサー制度の利用等に係る

申請等） 

 

第３５条 業務方法書第９０条の３第１項に

規定する清算基金スポンサー制度の利用の

申請は、清算基金スポンサー制度を利用しよ

うとする清算参加者及びスポンサー参加者

になろうとする清算参加者（同項第４号に規

定するバックアップスポンサー参加者を指

定する場合には、当該バックアップスポンサ

ー参加者になろうとする清算参加者を含

む。）が、所定の清算基金スポンサー制度利

用申請書を当社に提出して行うものとする。 

（新設） 
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２ 業務方法書第９０条の３第３項に規定す

るスポンサー参加者（バックアップスポンサ

ー参加者を含む。以下この条において同じ。）

の変更の申請は、次の各号の場合の区分に応

じ、当該各号に掲げる清算参加者が、所定の

清算基金スポンサー制度変更申請書を当社

に提出して行うものとする。 

（１） スポンサー参加者を追加する場合又

はスポンサー参加者を他の清算参加者に

変更する場合 スポンサー利用参加者、既

に指定を受けているスポンサー参加者及

び新たにスポンサー参加者になろうとす

る清算参加者 

（２） スポンサー参加者を減らす場合 ス

ポンサー利用参加者、引き続きスポンサー

参加者に指定される清算参加者及びスポ

ンサー参加者をやめようとする清算参加

者 

 

３ 前２項に規定する申請書には、当社が必要

と認める書類を添付しなければならない。 

 

４ 業務方法書第９０条の７に規定する届出

は、スポンサー利用参加者及びスポンサー参

加者をやめようとする清算参加者が、所定の

清算基金スポンサー制度廃止届出書を当社

に提出して行うものとする。 

 

  

（スポンサー利用参加者が追加預託すべき

額） 

 

第３６条 業務方法書第９０条の４第２項に

規定する当該不足額のうちスポンサー利用

ネッティング口座に係る額として当社が定

める額は、当該不足額に第１号に掲げる額を

乗じて得た額に、第２号に掲げる額を除して

得た額とする。 

（新設） 

（１） 清算基金スポンサー制度を利用して

いなかったとした場合におけるスポンサ
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ー利用ネッティング口座の国債店頭取引

清算基金所要額（当該スポンサー利用ネッ

ティング口座について複数のスポンサー

参加者を指定している場合にあっては、当

該額にスポンサー清算基金按分比率を乗

じて得た額） 

（２） スポンサーネッティング口座の国債

店頭取引清算基金所要額 

 

  

（清算基金スポンサー制度に係る国債店頭

取引清算基金の不足額の追加預託時限） 

第３７条 業務方法書第９０条の４第２項に

規定する国債店頭取引清算基金の不足額の

追加預託は、同項に規定する不足が生じた日

の午後４時３０分以降速やかに行われるも

のとする。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

付  則 

１ この改正規定は、令和７年６月２３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社のシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用するこ

とが適当でないと当社が認める場合には、令

和７年６月２３日以後の当社が定める日か

ら施行する。この場合において、この改正規

定の施行時における取扱いに関し必要な事

項については、当社がその都度定める。 
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国債店頭取引清算基金所要額に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（国債店頭取引清算基金所要額） 

第２条 （略） 

（国債店頭取引清算基金所要額） 

第２条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、清算参加者がス

ポンサー利用参加者である場合におけるス

ポンサー利用ネッティング口座の国債店頭

取引清算基金所要額及びスポンサー参加者

である場合におけるスポンサーネッティン

グ口座の国債店頭取引清算基金所要額は、次

の各号に掲げる額とする。 

（１） スポンサー利用ネッティング口座の

国債店頭取引清算基金所要額は０円とす

る。 

（２） スポンサーネッティング口座の清算

基金所要額は、清算基金スポンサー制度を

利用していなかったとした場合における

前項の規定により算出したスポンサーネ

ッティング口座の国債店頭取引清算基金

所要額に、清算基金スポンサー制度を利用

していなかったとした場合における前項

の規定により算出したスポンサー利用ネ

ッティング口座の国債店頭取引清算基金

所要額（当該スポンサー利用ネッティング

口座について複数のスポンサー参加者を

指定している場合にあっては、当該額にス

ポンサー清算基金按分比率を乗じて得た

額とする。）を加算した額とする。 

（新設） 

３ 第１項の規定にかかわらず、新たに清算資

格を取得した者の国債店頭取引清算基金所

要額は、別表「国債店頭取引清算基金所要額

の算出に関する表」第２項に規定する担保超

過リスク額が上位である清算参加者２社の

担保超過リスク額の合計額に、国債店頭取引

に係る当初証拠金所要額に関する規則第２

２ 前項の規定にかかわらず、新たに清算資格

を取得した者の国債店頭取引清算基金所要

額は、別表「国債店頭取引清算基金所要額の

算出に関する表」第２項に規定する担保超過

リスク額が上位である清算参加者２社の担

保超過リスク額の合計額に、国債店頭取引に

係る当初証拠金所要額に関する規則第２条
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条第３項の規定に基づき当社が定める当初

証拠金所要額の全清算参加者の当初証拠金

所要額の合計額に占める比率を乗じた額を

勘案のうえ、当社がその都度定める額とし、

当社が必要と認める期間これを適用する。 

第３項の規定に基づき当社が定める当初証

拠金所要額の全清算参加者の当初証拠金所

要額の合計額に占める比率を乗じた額を勘

案のうえ、当社がその都度定める額とし、当

社が必要と認める期間これを適用する。 

  

  

付  則 

１ この改正規定は、令和７年６月２３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社のシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用するこ

とが適当でないと当社が認める場合には、令

和７年６月２３日以後の当社が定める日か

ら施行する。この場合において、この改正規

定の施行時における取扱いに関し必要な事

項については、当社がその都度定める。 
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国債店頭取引清算業務に関する清算参加者の破綻処理に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（清算基金按分清算参加者が負担する第三

階層特別清算料の額等） 

（清算基金按分清算参加者が負担する第三

階層特別清算料の額等） 

第２５条 清算基金所要額按分清算参加者に

ついて、業務方法書第８３条の４に規定する

当社が規則で定める第三階層特別清算料の

額は、次の各号に掲げる場合に応じて、当該

各号に定める額とする。 

第２５条 清算基金所要額按分清算参加者に

ついて、業務方法書第８３条の４に規定する

当社が規則で定める第三階層特別清算料の

額は、次の各号に掲げる場合に応じて、当該

各号に定める額とする。 

（１） 清算基金按分方式損失総額から業務

方法書第８３条の２第４号及び第５号の

規定により清算基金按分清算参加者が当

社に預託した国債店頭取引清算基金及び

第二階層国債店頭取引決済保証準備金か

らの取崩しにより補填した額を控除した

額が各清算基金按分清算参加者の当該破

綻清算参加者に係る破綻認定日の属する

破綻処理単位期間の開始日の前日（休業日

に当たるときは、順次繰り上げる。以下同

じ。）における国債店頭取引清算基金所要

額（当該破綻清算参加者に係る破綻処理入

札までに、当該各清算参加者が同一の破綻

処理単位期間において認定された他の破

綻等について第三階層特別清算料を負担

した場合には、その負担額を控除し、業務

方法書第９０条の５の規定により当該清

算参加者が当社に預託した国債店頭取引

清算基金から取り崩された額があるとき

は、当該額を控除する。以下本項において

「第三階層特別清算料限度額」という。）

の合計額を下回る場合 次のａからｃま

でに掲げる順序に従い、当該ａからｃまで

に定める額 

（１） 清算基金按分方式損失総額から業務

方法書第８３条の２第４号及び第５号の

規定により清算基金按分清算参加者が当

社に預託した国債店頭取引清算基金及び

第二階層国債店頭取引決済保証準備金か

らの取崩しにより補填した額を控除した

額が各清算基金按分清算参加者の当該破

綻清算参加者に係る破綻認定日の属する

破綻処理単位期間の開始日の前日（休業日

に当たるときは、順次繰り上げる。以下同

じ。）における国債店頭取引清算基金所要

額（当該破綻清算参加者に係る破綻処理入

札までに、当該各清算参加者が同一の破綻

処理単位期間において認定された他の破

綻等について第三階層特別清算料を負担

した場合には、その負担額を控除した残額

とする。以下本項において「第三階層特別

清算料限度額」という。）の合計額を下回

る場合 次のａからｃまでに掲げる順序

に従い、当該ａからｃまでに定める額 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

（２） （略） （２） （略） 
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２ （略） ２ （略） 

  

（第二階層清算参加者負担限度額（原取引按

分）の未負担額の割当方法） 

第２６条 業務方法書第８３条の５第２項第

１号に規定する当社が規則で定める方法は、

対象となる原取引按分清算参加者のうち、未

負担割合（当該原取引按分清算参加者の未負

担額（第２２条第２号に定める額を控除す

る。）の当該清算参加者の第二階層清算参加

者負担限度額（原取引按分）（第２２条第２

号に定める額を控除し、業務方法書第９０条

の５の規定により当該清算参加者が当社に

預託した国債店頭取引清算基金から取り崩

された額があるときは、当該額を控除する。）

に対する割合をいう。以下この号において同

じ。）の最も大きい清算参加者の未負担割合

がその次に未負担割合の大きい清算参加者

の未負担割合と同率になるまで割当てを行

い、当該二清算参加者の未負担割合が同率と

なった場合は、当該二清算参加者の未負担額

がその次に未負担割合の大きい清算参加者

の大きい清算参加者の未負担割合と同率に

なるまで割当てを行い、順次それを繰り返す

方法とする。この場合において、割当ての過

程で割り当てるべき国債店頭取引清算基金

の残額が０となった清算参加者については、

その時点で割当てを終了する。 

（第二階層清算参加者負担限度額（原取引按

分）の未負担額の割当方法） 

第２６条 業務方法書第８３条の５第２項第

１号に規定する当社が規則で定める方法は、

対象となる原取引按分清算参加者のうち、未

負担割合（当該原取引按分清算参加者の未負

担額（第２２条第２号に定める額を控除す

る。）の当該清算参加者の第二階層清算参加

者負担限度額（原取引按分）（第２２条第２

号に定める額を控除する。）に対する割合を

いう。以下この号において同じ。）の最も大

きい清算参加者の未負担割合がその次に未

負担割合の大きい清算参加者の未負担割合

と同率になるまで割当てを行い、当該二清算

参加者の未負担割合が同率となった場合は、

当該二清算参加者の未負担額がその次に未

負担割合の大きい清算参加者の大きい清算

参加者の未負担割合と同率になるまで割当

てを行い、順次それを繰り返す方法とする。

この場合において、割当ての過程で割り当て

るべき国債店頭取引清算基金の残額が０と

なった清算参加者については、その時点で割

当てを終了する。 

 

 

 

  

（原取引按分清算参加者が負担する第三階

層特別清算料（追加分）の額） 

第２７条 原取引按分清算参加者について、業

務方法書第８３条の６に規定する当社が規

則で定める第三階層特別清算料（追加分）の

額は、次の各号に掲げる順序に従い、当該各

号に定める額とする。 

（原取引按分清算参加者が負担する第三階

層特別清算料（追加分）の額） 

第２７条 原取引按分清算参加者について、業

務方法書第８３条の６に規定する当社が規

則で定める第三階層特別清算料（追加分）の

額は、次の各号に掲げる順序に従い、当該各

号に定める額とする。 
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（１） 原取引按分清算参加者が負担する第

三階層特別清算料（追加分）の額 破綻処

理損失から業務方法書第８３条、第８３条

の２、第８３条の４、第８３条の５及び第

９０条の５の規定による補填額を控除し

た額を当該清算参加者の未負担額（第２２

条第２号に定める額を控除する。）に応じ

て割り当てた額（当該清算参加者の未負担

額（第２２条第２号に定める額を控除す

る。）を上限とする。） 

（２） 当該破綻清算参加者に係る第二段階

破綻処理入札において入札対象取引を落

札した原取引按分清算参加者が負担する

第三階層特別清算料（追加分）の額 破綻

処理損失から第８３条、第８３条の２、第

８３条の４、第８３条の５及び第９０条の

５の規定による補填額及び前号の規定に

よる第三階層特別清算料（追加分）の額を

控除した額を当該清算参加者の第２２条

第２号に定める額に応じて割り当てた額

（第２２条第２号に定める額を上限とす

る。） 

（１） 原取引按分清算参加者が負担する第

三階層特別清算料（追加分）の額 破綻処

理損失から業務方法書第８３条、第８３条

の２、第８３条の４及び第８３条の５の規

定による補填額を控除した額を当該清算

参加者の未負担額（第２２条第２号に定め

る額を控除する。）に応じて割り当てた額

（当該清算参加者の未負担額（第２２条第

２号に定める額を控除する。）を上限とす

る。） 

 

（２） 当該破綻清算参加者に係る第二段階

破綻処理入札において入札対象取引を落

札した原取引按分清算参加者が負担する

第三階層特別清算料（追加分）の額 破綻

処理損失から第８３条、第８３条の２、第

８３条の４及び第８３条の５の規定によ

る補填額及び前号の規定による第三階層

特別清算料（追加分）の額を控除した額を

当該清算参加者の第２２条第２号に定め

る額に応じて割り当てた額（第２２条第２

号に定める額を上限とする。） 

  

（破綻時証拠金所要額） 

第３３条 （略） 

（破綻時証拠金所要額） 

第３３条 （略） 

２ 前項の規定にかかわらず、スポンサー利用

ネッティング口座及びスポンサーネッティ

ング口座に係る業務方法書第８３条の９の

破綻時証拠金所要額は、清算基金スポンサー

制度を利用していなかったとした場合の当

日における破綻時証拠金所要額算出基礎額

から、清算基金スポンサー制度を利用してい

なかったとした場合の破綻処理単位期間の

開始日の前日における国債店頭取引清算基

金所要額を控除した額とする。 

（新設） 
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付  則 

１ この改正規定は、令和７年６月２３日から

施行する。 

２ 前項の規定にかかわらず、当社のシステム

の稼働に支障が生じた場合その他やむを得

ない事由により、改正後の規定を適用するこ

とが適当でないと当社が認める場合には、令

和７年６月２３日以後の当社が定める日か

ら施行する。この場合において、この改正規

定の施行時における取扱いに関し必要な事

項については、当社がその都度定める。 
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